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１．検討に際しての重要な視点



2

わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 地球規模の削減への貢献

温暖化防止に向けては、地球規模での削減が不可欠。国内での排出削減はもとよ
り、製品・サービスのグローバル・バリューチェーンを通じた削減、省エネ技術等の
海外展開など、地球規模での削減に資する対策を講じるべき。

② イノベーションの創出

長期での大幅削減の実現には、イノベーションの創出が重要。明示的なカーボンプ
ラシング（以下、ＣＰ）により企業に直接的な経済負担を追加的に課すことは、イノ
ベーションに必要な、研究開発の原資や低炭素化に向けた投資意欲を奪う。

③ 産業の国際競争力の強化

わが国の産業構造の現状や今後の方向性を踏まえ、産業政策の観点からの大局
的な検討が必要。わが国は「ものづくり立国」であり、明示的CPの導入は、国内の
経済活動への影響が大きい。

わが国ならではの温暖化対策のあり方を模索すべき

１．カーボンプライシングの検討に際しての重要な視点
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 温暖化対策とエネルギー政策は表裏一体

わが国の温室効果ガスは９割がエネルギー起源であり、温暖化対策は、Ｓ+３Ｅの
実現を目指すエネルギー政策と表裏一体の関係。温暖化対策は、経済や国民生活
に大きな影響を及ぼすため、環境・経済・エネルギーのバランスへの配慮が不可欠。

② 経済への影響について、丁寧な分析が不可欠

環境政策を通じた環境と経済の同時解決を標榜するのであれば、明示的CP導入に
よる経済への影響について、一層深い分析が不可欠。コスト負担の度合を諸外国と
比較し、各産業の国際競争力（イコールフッティングを含む）や経済への悪影響、
カーボンリーケージの可能性等、企業の実情を丁寧に聴取すべき。

環境・経済・エネルギーのバランスが不可欠

１．カーボンプライシングの検討に際して重要な視点
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 日本の事情を総合的に考慮する必要

施策の必要性・有効性は、各国の産業構造、エネルギー構造、資源賦存量、エネル
ギー価格、電源構成、対策の実施状況等によって異なる。明示的CP導入の是非の
検討に際しては、わが国の事情を十分踏まえる必要。各国の差異を考慮することな
く、単純に国際比較すべきではない。

② 日本ではすでに様々なカーボンプライシングが展開

OECDの定義によると、ＣＰに関し、わが国では、「明示的CP」として地球温暖化対
策税、「暗示的CP」として石油石炭税やFIT、省エネ法、さらには産業界による低炭
素社会実行計画等、多層的な施策・取り組みが展開。

③ 日本の既存のポリシーミックスの効果を検証すべき

環境・経済・エネルギーのバランスの視点から、暗示的ＣＰを含む既存施策の効果
検証を行い、その結果を明らかにした上で、追加的に明示的CPを導入する必要性
を議論すべき。

わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．カーボンプライシングの検討に際して重要な視点
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

（参考）カーボンプライシングの類型

（出所） 21世紀政策研究所 「カーボンプライシングに関する諸論点」

１．カーボンプライシングの検討に際しての重要な視点
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 比較すべきはエネルギーの全体コスト

わが国の温室効果ガス排出の９割はエネルギー起源。企業、家計等のエネルギー
消費の判断材料はエネルギーの全体コストであることから、エネルギーの全体コス
トを国際比較すべき。

② 炭素価格を引き上げる必要性は乏しい

産業用電力と産業用天然ガスは主要国中最も高い水準。既に、企業の削減インセ
ンティブは強いことを踏まえると、炭素価格を引き上げる必要性は乏しい。

エネルギーの全体コストによる判断が重要

１．カーボンプライシングの検討に際しての重要な視点
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

（参考）エネルギーの全体コストの国際比較

エネルギーの全体コストの内訳
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（出所）経済産業省「長期地球温暖化対策プラットフォーム報告書」
（2017年４月）

１．カーボンプライシングの検討に際しての重要な視点
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 世界全体で限界削減費用を均等化させることは非現実的

地球規模の外部不経済である地球温暖化に対応するためには、炭素に適正価格
を付し、世界全体で限界削減費用を均等化させることが理想であるものの、その実
現可能性は極めて低い。

② 適切に価格等を付し、理論どおりの効果を上げることは困難

明示的CPは、理論上は温室効果ガス削減に対し効率的な手段とされるが、各国の
事情、様々な調整措置の必要性、政府の失敗等により、適切に価格や排出枠を設
定し、理論どおりの効果をあげることは困難。

③ 一旦導入すると廃止しにくい

一度導入された制度は、現実には廃止することが難しい。特に、排出量取引は、ク
レジットが資産計上される等、廃止することが非常に困難となる。

理論と運用の間には乖離がある

１．カーボンプライシングの検討に際しての重要な視点
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 明示的ＣＰには経済負担が伴う

明示的ＣＰは国民や企業の経済活動に直接的な負担を追加的に課すとともに、制
度の運用コストも発生。国民や企業に対し説明責任を果たすためにも、費用対効果
の視点は施策検討の際に欠かせない。

② 代替施策との比較・検証が重要

国民・企業の負担はもちろんのこと、制度の運用コストの規模も考慮し、費用対効
果を試算し、代替施策と比較検討すべき。

③ 外部性は環境問題だけではない

環境に係る外部性の内部化が問題とされるが、本来は、エネルギーの安定供給・
安全保障といった外部性も考慮する必要。

費用対効果の視点が不可欠

１．カーボンプライシングの検討に際しての重要な視点



２．排出量取引、炭素税への懸念
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① エネルギーコストの増加は国際競争力に直結する

競争環境の国際的なイコールフッティングが重要。国際的にもエネルギーコストが
高いわが国において、人為的にさらにコストを引き上げることは、わが国産業の国
際競争力を損なう。

② リーケージの実態を統計だけから読み取ることは難しい

相場の低迷しているＥＵ-ＥＴＳ等や炭素コスト上昇の影響を受けにくい電力構成を
有する国の事例をもって、国際競争力やカーボンリーケージへの影響は生じていな
いと判断することは早計。影響の実態は、統計等だけから読み取ることは困難であ
り、わが国企業の実情を丁寧に聴取・分析することが重要。

国際競争力、リーケージへの悪影響は軽微か

２．排出量取引、炭素税への懸念
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 研究開発の原資や意欲を奪う

明示的ＣＰにより、企業に直接的な経済負担を追加的に課すことで、経済活力を損
ない、研究開発の原資や社会の低炭素化に向けた投資意欲を奪う。排出量取引の
事例では、エネルギー多消費産業に対し調整措置を講じたり、クレジット価格が限
界削減費用を下回るような場合には、エネルギー多消費産業のＣＯ２削減インセン
ティブとならず、イノベーションの創出を阻害しうる。

② 削減の範囲が限定的

国内での事業活動を対象とするため、消費段階での貢献、海外貢献を考慮しにく
い。消費段階での貢献が大きいものの、生産段階で排出量が増大する製品・サー
ビスの開発・普及の障害となる。

イノベーションの創出を阻害しないか

２．排出量取引、炭素税への懸念
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 適切な排出枠の設定・割当を行うことが困難

政府が排出総量や、需要動向、限界削減費用等を正確に把握・予測し、事業者に
排出枠を適切に割り当てることは現実には困難であり、政府の失敗をもたらす恐れ。
仮に、限界削減費用を下回るようなクレジット価格や、余剰クレジットが生じた場合、
長期の大幅削減に不可欠なイノベーション創出の障害となり得る。

② 調整措置等により、本来意図した効率性が失われる

諸外国の事例を見ても、国際競争力等への配慮から、様々な調整措置が講じられ
ているが、こうした措置は、本来意図した効率性を削ぐ。また、割当や調整措置に伴
う政治的な調整コスト、運用コストも大きなものとなる。

③ 各国の先行事例は成功とは言い難い

例えば、排出量取引の代表的な先行事例であるEU-ETSは、試行錯誤が行われて
いるが、クレジット価格の低迷、余剰クレジットの増加を招くなど、期待されているよ
うな効率的な運用がなされているとは言い難い。

排出量取引の適切な運用は可能か

２．排出量取引、炭素税への懸念
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 炭素税の価格効果は低い

環境省試算によると、地球温暖化対策税の価格効果は2020年で0.2％程度であり、
わが国において価格効果を目的に炭素税を導入する意義は低い。

② 高率の炭素税による経済への悪影響は深刻

仮に、価格効果により温室効果ガス削減を狙うとすれば、高率の炭素税が必要で
あり、わが国経済や産業の国際競争力への悪影響は看過できない水準になる。

③ 炭素税の逆進性は無視できない

所得の低い世帯ほど、家計における光熱費・燃料費等の消費支出が占める比率は
高く、炭素税導入による家計負担は大きくなる。

炭素税の大幅な拡充は現実的か

２．排出量取引、炭素税への懸念
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わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

１．わが国の事情を踏まえたポリシーミックスが必要

① 「はじめに財源ありき」の議論は不適当

炭素税の低い価格効果故に、財源効果に期待する向きがあるが、そもそも税収の
具体的な使途が明確でないまま、「はじめに財源ありき」の議論をすべきではない。

② 温対税の使途の効果の再検証

すでに地球温暖化対策税の税収を活用し、様々な施策が展開。
財源効果を期待して炭素税の拡充を検討するのであれば、省庁別に、温対税の使
途毎の効果を再検証することが先決。そのうえで、より効果の高い施策への省庁の
垣根を越えた重点配分も検討課題。

③ エネルギー起源ＣＯ２排出抑制以外の目的に活用することの是非

価格効果が低い中、税収をCO２排出抑制以外に活用した場合、炭素税による削減
効果はさらに低くなる。CO２排出削減が進むほど、税収が減少することから、社会
保障費等の安定財源として期待できるか疑問。

炭素税の税収は有効に活用できるのか

２．排出量取引、炭素税への懸念



３．経済界による自主的取組み
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経済界は主体的に温暖化対策に取り組み

３．経済界による自主的取組み

① 政府の規制等に先駆けた取組み

経済界は、1991年に「経団連地球環境憲章」を発表し、京都議定書に先立ち、97年
より「経団連環境自主行動計画」、2013年より「経団連低炭素社会実行計画」を推
進。政府による規制等の動きに先駆け、主体的に温暖化対策に継続的に取り組ん
でいる。

② PDCAにより着実に成果

ＰＤＣＡサイクルの推進、第三者評価委員会、政府審議会によるレビューを通じて実
効性を担保。京都議定書第１約束期間（2008～2012年度）の平均で90年度比
12.1％の削減実績、わが国削減義務の達成に大きく貢献。低炭素社会実行計画で
は、2015年度は、2013年度比で約4.7％削減に成功、着実な成果を挙げている。

③ 政府計画で産業界の対策の柱として位置づけ

京都議定書目標達成計画、地球温暖化対策計画で産業界の対策の柱に位置付
け。約束草案策定に際しての計算の根拠。
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1991年4月 経団連地球環境憲章の発表

1992年6月 国連地球サミット（リオデジャネイロ）

1997年6月 経団連環境自主行動計画の発表

1997年12月 京都議定書の合意（ＣＯＰ３）

1998年12月 自主行動計画第1回フォローアップ（毎年フォローアップを実施）

2002年7月 経団連環境自主行動計画第三者評価委員会の設置

2005年4月 日本政府「京都議定書目標達成計画」閣議決定

2013年1月 経団連低炭素社会実行計画策定・公表

2013年3月 当面の地球温暖化対策に関する方針（地球温暖化対策推進本部決定）

2014年7月 経団連低炭素社会実行計画フェーズⅡ（2030年度目標）策定の呼びかけ

2015年4月 経団連低炭素社会実行計画フェーズⅡ策定・公表

2015年7月 日本の約束草案の策定・国連登録

（参考）経済界の自主的取組みの歴史

３．経済界による自主的取組み
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（参考）国内事業を通じた削減の実績

低炭素社会実行計画の
全参加業種・企業の排出総量の推移

（経団連事務局作成）

３．経済界による自主的取組み

〈2008～2012年度の削減効果〉 〈2013～2015年度の削減効果〉

２年間で
4.7％減
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低炭素社会実行計画はパリ協定に合致した対策

① プレッジ＆レビューに基づく、実効性ある対策

「経団連低炭素社会実行計画」は、各業界における将来生産見通しや、ＢＡＴを最も
よく知る業界・企業自らが、強いコミットメントのもと、目標設定を行い、第三者による
レビューを受けながら、目標達成に向けた削減努力を行う枠組み。高い水準で省エ
ネを実現しているわが国において、事業活動と両立させながら温室効果ガスの削減
を進めることができる点で、実効性の高い温暖化対策。

② 地球規模での大幅削減に寄与

「経団連低炭素社会実行計画」は、従来の(ⅰ)国内事業活動からの排出抑制に加
え、(ⅱ)主体間連携の強化 (ⅲ)国際貢献の推進 (ⅳ)革新的技術の開発に取組み
を拡大。国内での生産段階に限らず、広い視野で、バリューチェーンや、国際貢献、
イノベーションを通じて、世界全体での長期の大幅削減に貢献することが重要。

３．経済界による自主的取組み



21

国内事業活動からの排出抑制
第１
の柱

2020年目標
の設定

フェーズⅠ
2020年に向けた取組み

2030年目標等
の設定

地
球
規
模
・長
期
の
温
室
効
果
ガ
ス
大
幅
削
減
へ

主体間連携の強化（省エネ製品等による貢献）

国際貢献の推進（途上国支援等）

革新的技術の開発

フェーズⅡ
2030年に向けた取組み

第２
の柱

第３
の柱

第４
の柱

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ の 充 実

（参考）低炭素社会実行計画の枠組み

３．経済界による自主的取組み
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４．まとめ

① わが国の事情を踏まえたポリシーミックスの検討が必要

地球規模での大幅な削減に向け、環境・経済・エネルギーのバランス、わが国の事
情、エネルギーコストの水準を十分踏まえ、理論と運用の乖離、費用対効果を考慮
しつつ、わが国ならではの最適なポリシーミックスを模索する必要。

② 明示的ＣＰの導入・拡充には、引き続き反対

追加的に炭素価格を引き上げ、企業にコスト負担を課すとなると、「ものづくり立国」
を支える製造業等に悪影響を与え、わが国経済に深刻な打撃を与えかねない。
とりわけ、排出量取引は運用が難しく、炭素税も価格効果が極めて小さいといった
重大な欠点があることから、明示的ＣＰの導入・拡充には反対。

③ 経済界の自主的取組みを後押しする政策展開に期待

国内の事業活動はもとより、バリューチェーン、国際貢献、イノベーション等を通じた
削減を目指す「経団連低炭素社会実行計画」はパリ協定に合致した対策。産業政
策の視点を持ち、経済界の自主的取組みを後押しする、地に足のついた実効性あ
る政策展開を期待。

以 上

まとめ：経済界の取組みを後押しする政策に期待

３．経済界による自主的取組み


